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国際移動とジェンダー
1. グローバルケアチェーンと「移民の女性化」（feminization of migration）

2. 移民（外国人）女性は女性であることと移民であることの「二重の不利」（double 
disadvantage)を抱えているとされてきた（Boyd 1984）。
 交差性（intersectionality）の視点

3. 日本においても1990年代以降、外国人女性の増加を経験する中、東北の農村におけ
る「外国人花嫁」、「じゃぱゆきさん」（フィリピン人エンターテイナー）など
様々な問題を経験をしてきた。

4. 今後、より一層、外国人人口が増えると見込まれる中、日本のジェンダー関係に対
してどのような影響を与えるのであろうか。
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国際移動とジェンダー(2)
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図１：新規移住者に占める女性の割合（2019、22年）

Figure 1.20. Share of women in migration flows to OECD countries, 2019 and 2022

Source: OECD International Migration Database.
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注：日本は2022年の値。



外国人人口の推移
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外国人人口の推移
1. 最新の人口推計（日本の将来推計人口（令和

５年推計）（令和５年４月公表））では、
2070年に総人口の10.8%（939万人）が外国
籍となると推計している。

2. 若年層に絞ると、2035年には18-34歳、2048
年には35-59歳で外国籍人口が10％を超える
等、より速いペースで進展。

3. 移民的背景を持つ人口（※）にまで対象を拡
張した場合、このペースはより早く、顕著に
なる。

※外国籍、帰化、及び国際結婚カップルの子ども（国
際児）からなる人口
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図２：日本の将来推計人口と外国人人口の推移
出所：国立社会保障・人口問題研究所（2023）



外国人人口の推移(2)
移民（外国人女性）の主要な移住ルート
1. 技能実習、特定技能 (36%)
2. 留学、及び就労 (34%)
3. 帯同家族 (12%)
4. 技能、興行 (5%)
5. 日本人男性との国際結婚 (2%)
6. 日系人 (1%)
⇒それぞれのルートによって置かれた状況
は大きく異なる。 図３：新規入国外国人女性の内訳（フロー）

（2023年）

計：254,453人（43.4%）

6

技能実習、特定
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出所：「在留外国人統計」（出入国在留管理庁）

計:254,453人



外国人人口の推移(3)
1.中国 2.ﾍﾞﾄﾅﾑ 3.韓国 4.ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 5.ﾌﾞﾗｼﾞﾙ 総計
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表１：外国人女性（上位５カ国）及び、在留資格の内訳（ストック）
（2024年6月末）

出所：在留外国人統計（出入国在留管理庁）

図４：外国人女性の年齢構成（ストック）（総計、国籍、在留資格別）
（2024年6月末）

出所：在留外国人統計（出入国在留管理庁）



外国人人口の推移(4)-アジアの国際労働市場

出所：ADBI,OECD,ILO(2024）をもとに筆者作成
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（注１）フィリピン、バングラデシュ、中国、パキスタン、インド、ネパール、イン
ドネシア、スリランカ、ベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマー。（注２）湾岸
諸国とは湾岸協力会議（Gulf Cooperation Council）加盟国。サウジアラビア、アラブ
首長国連邦、カタール、オマーン、クウェート、バーレーン。（注3）中国、インド、
ベトナム、フィリピン、タイ、パキスタン、バングラデシュ、ネパール、インドネシ
ア、ミャンマー、スリランカ、カンボジア、ラオスからの移動。（注4） インド、ベト
ナム、フィリピン、タイ、パキスタン、バングラデシュ、ネパール、インドネシア、
ミャンマー、スリランカ、カンボジア。（注5）各値は2022/23年の値。(注6）日本の
値は就労を目的とした在留資格によるアジアからの新規入国者数（入管庁）。

図５：アジア域内の国際人口移動（フロー、2022年）

出所：ADBI,OECD,ILO(2021）をもとに筆者作成
図６：アジア諸国からの国際移動の目的地と送出し国の経済水準の関係

アジアから先進国への国際移住において
日本は最大の受入れ国である。

アジア諸国（注1）からの国際移民（フロー）
約520万人/年

湾岸諸国（注2）へ
約265万人 /年

ASEAN諸国へ（注4）
約53万人/年

OECD諸国へ（注３）
約205万人 /年

日本へ約48万人/年 韓国へ約34万人/年米国へ約35万人/年



人民委員会

例）ベトナム・日本への移動プロセス

ベトナム 日本

仲介者（個人）

地方の職業訓練校（公的）
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小規模事業者、塾レベルの日本語学校

元技能実習生、村の有力者

国営のグループ関連会社等

日本語ｾﾝﾀｰ
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（募集、日本語教育等 外注型）
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各省の地方局ネットワーク

自社 広告（メディア、ＳＮＳ）
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海外労働斡旋ライセンス・留学斡旋ライセンス

職業訓練校 日本語ｾﾝﾀｰ

日本語センター

海外労働斡旋ライセンス借り

学年 年齢 教育段階

17 22
16 21 大学

15 20 短大
専門
学校14 19

13 18

12 17 下級
中等教育
（高校）11 16

10 15

9 14 下級
中等教育
（中学校）8 13

7 12
6 11

技能工・組立工

技師

未熟練労働者

＜教育＞

（地域）

仲介事業者（団体）
北中部

＜職業等＞

紅河デルタ地域

情報へ自力
でアクセス

地方の
公的機関
の紹介

知り合い
の紹介

短期大学・専門大学

就職

大学・大学院

日本語センター
（企業面接までの教育）

募集下請け

募集下請け

教育等外部委託

企業（高度人材）

留学エージェント

企業（留学生アルバイト）

日本語学校

登録支援機関

連携

連携

日本語センター

労働仲介斡旋事業者
（海外労働斡旋のライセンス無し）

仲介者・仲介事業者の
ネットワークにより、

ルート・送出し先（留学、
技能実習等）が決まる

海外送出し制度が
一般的に認知され、
自社募集の割合が向上

＜技能実習＞
短大・専門卒

↓
高卒（現状）

↓
中卒（今後）

高給就労機会
が無いことで、
都市部大学
進学層も

（賃金2.5万円層）

募集・企業面接までの
日本語教育を行う

下請けビジネスの拡大

ライセンス借りをする
企業が増加

エンジニア（高度人材）は
送出し制度が無いため、

送出し機関、日本語センター、
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教育施設がある

国営企業は、
地方関連機関等
との連携が強い

DOLAB

日本語センター

委託

介護、医療施設

送出し機関 韓国（EPS）、マレーシア、台湾など

移動ルートは学歴により異なるものの、相互に重複。

送り出しルートは相互に重複。
⇒「お金を稼ぎたい」と「学びた
い」のバランスがカギ。



外国人人口の推移(5)-移住希望

出所：Gallup（2024）より筆者集計

出所：Gallup（2024）より筆者集計

図７：アジア諸国からの移住希望先の推移（上位10カ国）

表２：アジア諸国からの移住希望先（2018-23年平均）日本は主に高学歴層の移住希望先である。

義務教育 割合 高校卒 割合 大学卒
1 Arab Country 9.5% 1 United States 11.9% 1 United States 15.5%
2 Saudi Arabia 8.8% 2 Australia 10.0% 2 Australia 11.7%
3 United States 8.7% 3 Canada 9.4% 3 Canada 10.4%
4 Other Country 6.4% 4 Japan 8.0% 4 Japan 7.9%
5 Australia 5.2% 5 Other Country 7.0% 5 Other Country 5.0%
6 Canada 4.9% 6 Arab Country 6.9% 6 UK 3.7%
7 Japan 4.3% 7 UK 4.1% 7 Switzerland 3.2%
8 Turkey 3.7% 8 Saudi Arabia 2.9% 8 Germany 2.6%
9 Germany 3.5% 9 Germany 2.9% 9 Arab Country 2.6%
10 UAE 2.3% 10 Singapore 2.7% 10 Singapore 2.4%

東南アジア 割合 南アジア 割合 東アジア 割合
1 United States 20.5% 1 Arab Country 10.7% 1 Australia 13.3%
2 Japan 15.7% 2 Australia 9.0% 2 United States 12.6%
3 Canada 7.9% 3 United States 8.0% 3 Canada 9.6%
4 Australia 5.6% 4 Canada 7.9% 4 Japan 7.0%
5 South Korea 5.6% 5 Saudi Arabia 6.9% 5 Switzerland 4.3%
6 Singapore 4.2% 6 UK 3.9% 6 Germany 3.4%
7 Switzerland 2.7% 7 Japan 3.4% 7 United Kingdom 2.3%
8 UK 2.6% 8 Germany 3.2% 8 Denmark 2.2%
9 Germany 2.0% 9 Turkey 3.1% 9 Norway 2.1%
10 Thailand 1.9% 10 Italy 2.3% 10 Sweden 2.0%
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注：18-49歳人口に限定。
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外国人人口の推移(6)-社会統合
「緩やかな社会的統合」（是川 2019: 258）
• 移民／外国人が個々の移住過程において、労働や教育といった社
会の主要な領域で、完全ではないものの日本人との階層的地位の
差が縮小する傾向が見られること。

• 日本では活発な新卒市場を背景に、主に教育課程を通じた移住過程
（ECMP）による外国人の流入、定住化が進んでいる。

留学
就労

永住

1. 日本は新卒市場が活発なため、留学から就労への切り替え、
あるいは就労を目的とした新規入国が諸外国と比較しても多
い。

2. 永住者の賃金は高学歴層では日本人よりも平均的に高く、そ
れ以外の学歴では日本人よりも低いものの、定住者などの他
の在留資格より高い傾向が見られる（是川 2021）

教育課程を通じた移住過程（ECMP）

日本人の配偶者
など, 23.3%

留学, 20.2%

家族滞在, 17.5%

定住者, 
10.9%

日系人, 8.6%

技人国, 7.8%

永住者の配偶者, 
4.2%

その他, 
7.6%

出所：入管庁（2021）より集計
図９：2016-20年の間に永住資格を取得した者の来日

当初の在留資格の内訳
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千 880,178人, 27.3%

図８：一般永住者の推移（ストック）
出所：出入国在留管理庁（1990, 92, 94-2023）より筆者作成



外国人女性の諸相（学歴、就労）
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外国人女性の諸相（学歴、就労）
移民（外国人）女性

の階層的地位

労働参加の有無本人の地位か否か 職業的地位

人的資本の移転可能性制約
居住期間の影響

配偶者選択

上方／下方婚

Yes

No

Yes

性別役割分
担意識 職業分離
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外国人女性の諸相（学歴、就労）(2)
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出所：是川（2019）より出所：是川（2019）より

表３：外国人、及び日本人女性の未婚、有配偶、
離死別者割合

図10：外国人、及び日本人女性の学歴構成



外国人女性の諸相（学歴、就労）(3)
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出所：是川（2019）より 出所：是川（2019）より

表４：本人の階層的地位から見た外国人、及び日
本人女性の階層的地位の分布（％）

表５：世帯主の階層的地位から見た外国人、及び
日本人女性の階層的地位の分布（％）



外国人女性の諸相（学歴、就労）(4)
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出所：是川（2019）より 出所：是川（2019）より

表６：外国人、及び日本人女性における夫婦間の学歴間格差
（夫-妻教育年数）

図11：外国人、及び日本人女性における年齢別に見た
労働参加率の推移



外国人女性の諸相（学歴、就労）(5)
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出所：是川（2019）より 出所：是川（2019）より

表７：外国人、及び日本人女性の配偶関係別労働参加率
（23-35歳、５歳以下の子どもがいない者）

表８：外国人、及び日本人女性の未就学児（５歳以下）の子ど
もの有無別労働参加率



外国人女性の諸相（学歴、就労）(6)
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出所：是川（2019）より

表９：外国人、及び日本人女性の職業分布、及び
職業分離度（非類似性指数）



外国人女性の諸相（学歴、就労）(7)

労働参加
1. 独身女性の労働参加率は概して高い。

2. 有配偶の場合、日本人女性よりも労働参
加率は低く、特に日本人男性と結婚する
場合に低い傾向。

3. しかしながら、居住期間の長期化により
労働参加率は上昇。

⇒日本のジェンダー関係への埋め込みはひと
まずは、見られない。

管理職、専門職としての就労
1. 対人サービス系専門職を含めた場合、外

国人女性の地位達成は日本人女性よりも
低い傾向。

2. 対人サービス系専門職を含まない場合、
外国人女性の地位達成は日本人女性と差
がないか、あるいは高い傾向（高学歴中
国人女性）。

⇒日本のジェンダー関係の外に置かれている
ため、むしろ地位達成が進む傾向。

国勢調査の個票データを用いて、中国、ブラジル、フィリピン人女性の労働参加、及び職
業的地位達成について多変量解析を行った（是川 2019）。
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外国人女性の諸相（学歴、就労）(8)
「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）を用いて多変量解析を行ったところ、以下の
結果が得られた（Korekawa 2023b)。

ハイスキル層（技人国）

1. 男女間賃金格差（-6％）は日本人と比較して小さい（1/3程度）。

マニュアルワーカー（技能実習）

1. 男女間賃金格差は事業所間格差を考慮しない場合、男性の方が6％程高いものの、同
一事業所内で見ると女性の方が5％程高い。
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外国人女性の諸相（学歴、就労）(9)
移民（外国人）女性

の階層的地位

労働参加の有無本人の地位か否か 職業的地位

人的資本の移転可能性制約
居住期間の影響

配偶者選択

上方／下方婚

Yes

No

Yes

性別役割分
担意識 職業分離

21

賃金

賃金格差

制約なし
有配偶(+)

制約なし
中立

若干あり
(+)

強い可能性 観察されず

女性の方が高い、あるいは
日本人よりも小さい。

下方婚



外国人女性の諸相（出生、健康）
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外国人女性の諸相（出生、健康）
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表10：同居児法によって求められた外国人女性の出生率
（2010年）

出所：Korekawa（2023a)

出所：Korekawa（2023a)

図12：同居児法によって求められた外国人女性の年齢別出生率
（2010年）



外国人女性の諸相（出生、健康）(2)
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図13：外国人女性と日本人女性の出生率格差
出所：Korekawa（2023a)

図14：夫婦の国籍別に見た離婚ハザード
出所：Korekawa（2023a)



外国人女性の諸相（出生、健康）(3)
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出所：是川（2011) 出所：是川（2011)
図15：乳幼児死亡率の国籍別比較（1995-2008年 pooled data） 図16：死産率の国籍別比較（1995-2008年 pooled data）



外国人女性の諸相（出生、健康）(4)
1. 有配偶外国人女性の出生率は日本人女性よりも概して低い。

2. その理由は両立支援策の利用率が低い（外国人カップル）、及び婚姻関係が不安定
（日本人との国際結婚）によると考えられる。

3. 乳幼児死亡率、死産率は日本人よりも高い傾向が見られる。

4. 出生や健康面においては改善の余地がある可能性が高い。

⇒周産期医療における多言語、多文化対応などの現場レベルでのアウトリーチ

⇒育児休業制度など両立支援の利用促進に向けた取組
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結論
1. 交差性は移民（外国人）女性に等しく効果を及ぼすものではなく、移住ルートやライフス

テージ、その後の階層的地位により大きく異なる。
 かつて多数を占めた身分系在留資格（日系人、国際結婚）は近年では減少し、留学や就労を契機とし
た活動系の在留資格が増加している（自立性の向上）。

2. 労働市場においては、男女間の職業分離等、日本特有のジェンダー化された構造の外に置か
れているため、一部では日本人女性よりもかえって職業的地位達成が進む傾向も見られる。
男女間賃金格差も日本人の男女間に見られるものよりも小さい。
 家庭内におけるケア役割を担うことは日本人女性よりも多いといえるが、それが居住期間の長期化に
より強化されるといった傾向は見られず、労働参加率は今後上昇する可能性が高い。

3. 出産、健康の分野ではデータの不足により、わかっていないことも多いが、両立支援や母子
保健衛生等の面で十分なサポートが行き届いていない可能性もある。

4. 今後、外国人女性が急速に増えると予想されるが、内的多様性も大きいことから、エビデン
スの整備、及びそれに基づいた政策立案がより強く、求められている。
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